福井県土木部と技士会会員との意見交換会
日　時　平成25年3月8日（金）13：30～
場　所　丹南会場・武生商工会議所
	問　　題　　事　　項
	対　　　応　　　策

	１　入札・契約手続き、総合評価方式について
①平成23年7月15日付福井県入札制度の改正において、現場代理人の兼務については

(1)兼務できるのは3つの工事まで

(2)兼務する工事がすべて県発注工事

(3)兼務する工事現場がすべて同一市町内または概ね5㎞以内

(4)請負金額の合計が2,500万円未満（税込）となっている。

ところが、実際には除雪工事や単価契約工事、250万円未満の見積もり入札工事等の契約についても、総務部において現場代理人の兼務が認められない場合がある。除雪工事等は地域貢献（総合評価落札方式の加点対象）として取り組んでいる工事であり、この種の工事の受注により現場代理人等の不足で他の工事の落札機会を逃すことは非常に不本意である。現場代理人等の兼務においては、その取扱いについて所内徹底を是非ともお願いしたい。
〔質問者からの補足説明〕
一般的に言うと舗装工事である。5㎞未満での100万円から150万円の小規模な工事において、統一の現場代理人として届けを出した時に、総務部から認められないとの回答をいただいた為、個々に現場代理人を立てたケースがある。

文面の通り、人手不足等の観点から制度改正が行われていると思うので、今一度の徹底をお願いしたい。
	〔総務部とは、丹南土木事務所総務課経理〕

①丹南土木の経理に確認をしたところ、(1)～(4)までの条件を満たしていれば現場代理人の兼務を認めているとのことで、この事実についても確認が取れています。

しかし、250万円未満の見積もり入札であっても、通常500万円以下は建設業の許可を要しない工事ではあるのですが、ここに居られる皆様は当然の事ながら建設業許可を取っておられる建設業者ですので、500万円以下であっても主任技術者は必ず置かないとならないという建設業法の規定があります。金額の大小に係わらず通常の主任技術者は求められますし、福井県の公共工事においては現場代理人の常駐義務が課せられることになっております。現場代理人の兼務についての(4)の補足として、請負金額が2,500万円未満までは、主任技術者について専任義務はありませんが、現場代理人の常駐義務についても少し緩和して兼務を認めようという制度であります。

ということで、運用についてはきちんとされているということです。

ただ、時期的に平成23年７月の前後で徹底されていなかったのかも知れませんが、今現在では徹底をされております。

除雪については工事ではありません。「除雪作業委託」となります。ただし、仕様書で「技術管理及び安全管理を行う主任技術者を定めて、主任技術者届を出してください。」と契約書に記されている。建設業法の主任技術者ではないが、一応主任技術者を置いて欲しいということで除雪の委託は行っています。

	単価契約工事は一年間を通して行うと思いますが、もしもの場合（例えば木が倒れた等）に備えた対応方法みたいなものはありませんか？

そうでないと一年間掛かりっきりになってしまう。
②平成２５年１月からの入札制度改正について、設計額が1,000万円以下の工事については、地域の実情に通じた建設業者が入札できるよう、市町内に主たる営業所を有する事を地域要件とすると、福井県では設定されていますが、舗装などの専門業者も対象になるのでしょうか。また、地域の実情に通じた建設業者とは、道路除雪等永年に渡り地域に精通、苦慮した県外業者はあてはまるでしょうか。地域の実情に通じた建設業者の項目に、管内の除雪作業を請負っている者を地域要件として設定して頂けないでしょうか。
２　工事の設計・積算、発注関係について
①特殊な工種については下請業者が特定されてしまい価格が高くなり、また、同時期に同工種の工事を多数発注された場合においては、下請業者も集中し選定が難しく工程が長期になることがある。十分な価格と余裕を持った工期の設定をお願いしたい。
②昨今の工事施工に当たり、設計図の構造があまりにも細分化しすぎているのではないかと感じられる。例えば、

(1)擁壁等の断面を決定するために必要な根入れ深さを確保するのだが、断面ごとで必要最小限に固執して断面変化を繰り返し、施工の連続性を損なっている。

(2)用途別に構造物の選定をするのは理解できるが、連続する構造の中に別々の構造物を採用し、工程を複雑にしている。

(3)工事金額を下げるためならばどんな複雑な構造、困難な施工方法でも採用するべきであるとの考えの監督職員がたまに存在する。

上記のように設計金額を下げるために施工業者は多くの現場経費を費やすこととなります。標準積算はある程度の連続施工を想定しておりますから、断面変更、構造変更、工種変更は相応の規模を境にしないと、施工業者側が過剰な負担を背負うこととなるため、適切に対応していただきたい。

③北陸地方での冬期の現場作業は雪および荒波などで現場条件が非常に厳しく工事が困難を極めます。もっと前倒しをして１月には80％位の出来高が達成できている時期に発注をお願いします。
３　工事の施工段階における事項について

①電子納品について、監督職員によっては提出内容が統一されておらず、紙ベースでの完成書類もあるので、必要最小限で統一していただきたい。
②小型構造物の場合、コンクリート養生にかかる工事予算が十分確保できないことから、不適合品の発生が懸念される。現状の土木工事で配合設計のランクアップ取扱いは、その呼び強度の発現をもって「合格」とされているが、設計強度を上回る発現の確認で「合格」となるように管理基準・規格値を改善されてはどうでしょうか。

　（現状）設計18N／㎜2　→ 24 N／㎜2で打設　→　設計24 N／㎜2
（案）　設計18N／㎜2 →　24 N／㎜2で打設　→　設計18N／㎜2

〔質問者からの補足説明〕
大きい構造物だと比較的、標準養生日数の養生に掛かる費用が稼げるが、小さな構造物で沢山ある場合、通常の一般養生、例えばブルーシート一枚掛ける程度の養生費となってしまいがちである。材料費のランクアップということで設計の強度を満足させたいという建築的考えが若干含まれた対応です。
③発注者より工事を受注した場合、現場踏査・設計図書照査をおこない工事計画（施工計画等）をたてますが、その際、現場と設計図書との間において不一致があれば工事打ち合せ（協議）等で提出させていただきますが、近年、変更の対象としていただけないことがあります。（軽微は含まれていません）

（例）

(1) 河川工事における護岸工の数量（災害関連現場）

(2) 発生土における残土処理の数量（災害関連現場）

(3) 中小河川改修における水替え等、対岸への仮設進入路等

“土のう工”にて計上されているが、河川断面が狭くても現実的に作業不能となるため排水パイプφ1.0ｍ～2.0ｍで協議書を提出したが、変更設計で計上されませんでした。
（例）の(1)、(2)に関しては
打合せ簿において当社が提出しているものに対して、「自主施工」、「変更の対象ではない」といった、何らかの回答があってもよいと思うのだが。
④最近の工事評価において、請負者側が創意工夫として提出する項目を監督職員が、自身の判断で「これは創意工夫として認められません」と返答される事が良くある。請負者側として工夫した項目を認められないと判断する基準が曖昧であると思うので統一を図るとともに明確にしていただきたい。
⑤監督職員の対応について、増工工事が有った場合には発注者側は「増工します」と言っていましたが、実際には増工工事に対して増額にならない工事がありました。（打ち合わせ簿、メール等文章のやりとりはなく口頭でのやりとりだけでした。）
⑥平成２３年１０月に『ワンデーレスポンスの推進』を掲げていますが、打合せ回答での工期の損失、待ち時間を最低限に抑える目的で設けられた制度を活用できず、工期を不要に消費する事例が見られます。現在、どのような指導でワンデーレスポンスの活用を促されているのでしょうか。
〔国土交通省の参考資料参照〕
担当職員を個人的に攻めるのではなしに、班長が出張で不在の時、課長に話をして、担当者から課長との間で決めていくといった、組織づくりをしてほしい。
４　工事検査に関する事項について

①提出書類が年々増えているように思う。提出書類として安全訓練実施状況報告書があるが、検査時にそれ以外に安全日報、ＫＹ活動、機械点検簿等の有無を確認する。“物づくりのプロ”が現場に居なくて机の上に居る。“書類のプロ”
になりつつある。
（他）
舗装・法面工事において、県の経審の段階で、舗装工事には舗装の機械・オペレーターを登録した上で入札参加が出来る。
実際に受注をして、工事施工の段階で登録している機械に不具合が生じた時、またはオペレーターが急病で従事できない場合に追加登録が認められてはいるが、例えば、県へ同工種の機械登録を済ませている他社の機械を借りてくることは出来ないとなっているが、もう少し緩和してもらえないだろうか。
たとえば法面工事で、削孔したりしないといけない時があり、自社機械で出来るであろうとのことで受注したが、実際には容量の大きい機械でないと施工出来ない場合がある。　近場で同業者が適合する機械を持っているのに借りることができない。仕方なく県外業者から借りている。
県内に同業者が登録している機械があるのに、県外から登録されていない機械を借りるのは経費も掛かる。県内同業者で、双方の同意があれば貸し借りを行うことができるシステムであってよいと思う。
経審で認められている業者から借りることができないのは、矛盾しているように思うのですが。
　
法面工事は、土質の状態によって、登録機械では施工が困難な場合がある。

オールマイティーな機械は高価であり、皆が持つことは難しい。現在登録している機械は安価でもよいという認識を持っている。その機械はオールマイティーではないので、すべての現場で使用できない時がある。その時に、自社で登録した機械を使わずに、別途、調達してきた機械で施工すべきである。

例えば、スコップで施工出来ると思っていた工事が、色々な建設機械を使用しないといけないとした時、架設等に色々なことを重ねると工事の一部分が完成しない。大は小を兼ねるように、高価な機械を使用すると、工期短縮等につながる。
借りても構わないといわれる中で、近くの同業者が県に登録をしている機械を借りることは認めないとされている。
質問事項への回答
Ｑ　舗装工事、法面工事において、現場状況に応じ自社登録機械以外の機械を使用してよいか。

	各土木事務所ごとに今までのルールでやってきている関係があり、各事務所ごとに単価契約工事は工事なのか、作業委託なのか違うのが実情であります。
福井土木では作業委託であるし、丹南土木では工事ということで、請負約款をつけて契約が行われているといったように、統一がなされていないので、この件につきましては、もう少し詰めた形で取り扱いも含めて整理させていただきます。
②原則として、市町内に主たる営業所を有することを地域用件とするとし、業種に係わらずということで、議会答弁等では言っていたかと思います。
舗装に関しても原則ではそうなります。各土木事務所においては、対象となる数が異なるため、細かな運用に関しては土木事務所にて判断するようになっています。主たる営業所に関しましては原則でありますので、今の現行の１月からの適用の中には含まれていないと思われます。

もし、この様な話が出るようであれば、建設連合会での要望として意見を取りまとめていただきたい。

①下請け業者とは入札するをする前から見積りを徴収したりしていただき、必要な経費を見積もった上で応札していただきたいというのがお願いである。
工期が納まるのか、下請け業者が着工できるのかどうかを入札の段階から判断をして入札に望んでいただきたい。
中小事業振興条例も施工されており、建設業者を含む中小企業への振興を図り、お助けをするということから、できる限り福井県では分離分割発注を行ってお、ります。本来はひとつの工事であってもあえて分割をし、受注機会を増やすことを目標としていますので、特殊な工事において分離分割発注が考えられます。
このことを踏まえて下請け業者には事前の準備をお願いしたい。また、まとめて発注するのではなく、できる限り段取り良く工期内に納まるようにしていただくことと、余裕を持った工期設定については、当然のことながら工程表を保管しまして、標準的な工期の設定について務めていきたいと考えます。
②公共工事において、コスト縮減を図る事から断面を小さくする積算や設計をしている。断面変化で標準積算から金額が増えるとかの概念を持たずに、自らがこの工事のこういう断面をするためには、いくら必要なのかという実行予算を前もって応札時に考えて入札していただきたい。
標準積算の金額が工事価格であると認識をされておりますが、標準歩係は設計額及び予定価格を算出するための標準的なものであって、施工を拘束するものではありません。必要な額の実行予算で入札してください。
国交省も含め、コスト縮減の観点から、断面変化はルール化されております。
③早期発注は福井県の施策でもあり、再三にわたり出先事務所には呼びかけており、適切な時期に発注を行えるように努めてまいります。
なるべく上半期の発注を目指していき、各出先事務所においても徹底周知をしたいと思います。

①福井県土木管理課のホームページに「電子納品の手引き」の福井県版を掲載している。資料の提出内容については手引きに基づいており、それ以上を求める監督職員がいた場合には手引きに基づいて協議してください。
②建築工事では、通常プラス３N／㎜2、冬期間プラス６N／㎜2、プラス９
N／㎜2でされているかと思いますが、耐久性よりも強度を重視した考え方になる。十分な養生ができない時には、強度を確保するためにプラス３N／㎜2していると聞いています。
土木工事の発想は、必要な設計基準強度を十分な養生をすることによって、同じ呼び強度でより、耐久性を上げることが土木工事での元々の発想です。
養生をしっかり行わないコンクリートは、強度を上げるために単位水量等が上がってくるので、耐久性に影響を及ぼす。土木工事ではいろいろな工事の品質を考えた上で、必要な設計基準強度を呼び強度として十分な養生を行う。標準の積算もそのようになっている。結論としまして、この事案は認められないことになります。
③本来、工事は受注者の責任施工が前提におかれる。目的物を造る仮設については原則、任意仮設である。つまり仮設については、応札者が独自で考え必要な仮設費を計上して入札していただきたい。任意仮設はあくまでも設計規格、予定価格を決めるための発注者が考える標準的な仮設工法であり、その通りに仮設を行ってくださいというものではない。それぞれに得意な仮設工法がありますので、任意仮設については法律が遵守されていればよいというように10年以上前から方針が変わっています。このことから任意仮設におきましては原則的に変更の対象にはなりません。
ただし、任意仮設であっても施工条件が変わった等により、発注者が考えた仮設が不可能な場合は変更できる場合があります。参考に近畿地方整備局のホームページに掲載されている「工事請負契約における設計変更ガイドライン」　を見ていただいて、監督職員と協議を行ってほしいと思います。
入札に際しては、必要な実行予算を組んだ上で応じていただきたい。

目的物の変更については、災害においては原形復旧としている。
当初査定されたことに対しての延長による変更は、法律上認められていないので、原則できません。　

現場の不一致で、例えば、査定時の測り方の間違いで、違いが生じた場合においては、国交省との協議が必要となる。延長の増減というのは協議が必要な事項である。あくまでも原形復旧を念頭に現場の丁張を掛けていただき変更のないようにしていただきたい。
トラブルを防ぐ為には、打合せ簿において、設計変更の対象であるのか、承諾なのか、あるいは設計変更しないのか等が打合せ簿に記載されていなければ、監督職員に求めてください。そして、必ず事前協議としてください。

事後承諾は一切認めない方針であり、丁張を掛けた段階、測量した段階において必ず変更を書面にて求めるように徹底をお願いします。
④創意工夫については、受注者が品質管理、施工方法、安全管理等で、直接施工の際に行われることが多いことがあります。創意工夫の計画を施工計画書に予め記載、または事前に工事打合せ簿で監督職員と協議を行った上で、実施してください。なお、評価については実施状況において評価しますが、最初に協議をして創意工夫と認められるかを監督職員と協議を済ませておいてください。
また、提案内容が初めての場合は当然、創意工夫となるが、普及し始めていても、当該工事において品質、施工、安全管理の向上に寄与すると判断されるものであれば、評価の対象と考えられます。ただし、広く一般化されたものについては対象外となります。
⑤事後の協議はみとめられません。必ず書面において、設計変更になるのかを事前に確認していただき、協議簿を交わしてください。

⑥国土交通省と同様に福井県においても、ワンデーレスポンスの方針進めていかなければいけないとのことで、例えば、積算基準の改定の説明会や、様々な会議等で再三に亘り、ワンデーレスポンスの趣旨に則りまして徹底のお願いをしているところですが、この様な質問が出ていることは、不十分なことであり、再度、徹底をしていきたい。
昨年度より本庁と出先事務所とで、月一回、意見交換会に取り組んでおり、そのような場においてでもなお一層、徹底を図っていきたい。
また、対応が悪い監督職員が居りましたら、遠慮なく上司(課長・グループリーダー)に言ってください。

言いにくければ、土木管理課の方に、相談してくださっても結構です。
そうしなければ、監督職員も理解できず、伸びていきません。

当然、早期に回答することは、発注者の義務だと思っていますので、遠慮なく相談してください。
班長がいない場合の相談相手については、その場で対応できる者と相談をし、なるべく早く回答することは必要なので周知していきたい。
①法令、約款、仕様書等に基づき作成された資料等をもとに工事実施状況や契約の履行状況や施工計画書の記載事項、出来形品質管理、品質等の検査を実施しており、これらの書類は工事施工に関して、通常は日常的に作成されているものと理解をしています。
(他)
もともとの舗装機械であるとか、法面の機械を自社保有でするというのは、福井県の中小企業振興条例に基づいており、中小企業である専門工事業者、舗装業者、法面業者を含めて専門工事業者を育成していこうということで、分離分割発注をして、法面工事を発注しています。
また、その判断材料として、自社保有であり、自社機械で施工をするといったことでルール作りをしました。
機械の貸し借りを、安易に認めてしまうことは、判断が難しくなるために原則として認められない。
専門工事で分離発注をしている、土木一式工事とは違い、法面や舗装は専門工事である。専門工事業者が下請けに出すのは、本来おかしい。
自社保有と自社施工で入札公告を行っており、お互い契約をしているので、原則として認めない。
機械を借りるようなことが予測されるのであれば、入札参加の段階でよく検討していただきたい。

本来であれば、福井県のルールは、法面処理工事は自社の機械で行っていただきたいので、安価な機械でも経審が通るということではなく、オールマイティーな機械を備えていただきたい。
施工が困難な場合でも、自社の機械で行うと入札公告に記載されている。

機械の一部分において借りてくることは認めておりますし、残りの部分は自社機械で行えばよいと思います。初めから入札公告の契約事項なので、出来る部分に関しては施工してください。出来ない所については借りてきて構わない。

2台目として他社の登録機械が借りられないのかということですね。

このことにつきましては、他社の機械を借りることで誤解が生じる部分がある。借りたのは、機械だけなのか、オペレーターも一緒なのか。

その辺のルールは担当が違うので分からない。

出来ない部分についての、2台目に他社の登録機械を借りることについては、確認をし、事務局を通じて回答させていただきます。
Ａ　入札参加資格申請時において申請した機械とともに、現場の施工状況に応じ、別途リースの機械を使用してもよい。
一部の付帯工事においては構わないが、専門工事業者から専門工事業者への下請けに出すことは、法律に違反する可能性がありますので、ご注意ください。

違反行為についての補足として、土木一式工事は下請けを前提とし、専門工事への下請けで成り立っている業種である。下請けは本来、専門工事業者に下請けを振るのが建設業法のルールである。土木一式から土木一式へ下請けをすることは、本来、土木一式というものは、スコップを持たずに頭脳だけで専門工事の下請けを使う、いわゆる、ゼネコンである。
専門工事業者から専門工事業者への下請けは、原則認められていませんのでご注意ください。

土木一式工事　―　専門工事である下請け業者を使いながら、主任技術者である建設業のみなさんが指導して、構造物を作る工事。
専 門 工 事 　―　鳶土工、コンクリートをはじめ、舗装工事、左官工事、

　　　　　　　　　大工工事

福井県は土木一式工事を分離分割して、ひとつの法面処理工事や舗装工事として、専門工事業者に発注をしていますので、本来、専門工事業者は独自で行ってください。その取り掛かりとして、舗装と法面処理工事を自社施工と義務付けて、自社機械で施工している。
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